様　式　３
うなぎ稚魚の集出荷体制に関する届出書
令和　　　年　　月　　日
　　高知県知事　　　　　 様
住　所　　　　　　　　　　　　　　
（法人）名　称　　　　　　　　　　　　　　
（代表者・職）氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　操業区域　　　　における当方のうなぎ稚魚の集出荷業務は、下記の者が行います。
なお、集出荷者名簿は様式４のとおりです。
記
	   集出荷する者
 （団体の場合は団体
  名及び代表者氏名）
	  　   　住　　　　所
  (団体の場合は事務所所在地)

	  業務に携わる者の人数


	
	〒
　
TEL　　　　（　　）　　　　
	　　　　　　　　　　名



	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　名


	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　名


	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　名


	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　名



　※許可を受けた者が集出荷する場合も記載してください。  
　様　式　５
うなぎ稚魚の出荷体制に関する変更届出書
                 　　　　
令和　　年　　月　　日
　　高知県知事　　　　　 様
住　所　　　　　　　　　　　　　　
（法人）名　称　　　　　　　　　　　　　　
（代表者・職）氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　集出荷する者について、下記のとおり変更しますので届け出ます。
なお、集出荷者名簿は様式４のとおりです。
記
  変　更　前
	集出荷する者
（団体の場合は団体
名及び代表者氏名）
	住　　　　所
(団体の場合は事務所所在地)

	業務に携わる者の人数

	
	〒
TEL　　    （   ）
	　　　　　　　　　　　名



	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　　名



変　更　後
	集出荷する者
（団体の場合は団体
名及び代表者氏名）
	住　　　　所
(団体の場合は事務所所在地)
	業務に携わる者の氏名

	
	〒
TEL　      （   ） 
	　　　　　　　　　　　名



	
	〒
TEL　　　　（　　）
	　　　　　　　　　　　名




様　式　７
うなぎ稚魚漁業の漁業従事者標識届
令和　　年　　月　　日
　高知県知事　　　　 様
住　所　　　　　　　　　　　　　　
（法人）名　称　　　　　　　　　　　　　　
（代表者・職）氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　操業区域　　　において、うなぎ稚魚漁業の漁業従事者が採捕するときは、下記の標識を使用するので届け出ます。
記
　（１）標識の種類
  （２）標識の内容　イ．材質  （　　　　　　　　）
　            　　　ロ．色　　（１．材質　　　　　　２．文字　　　　　　　）
  （３）標識の形体図（下記のとおり）
  （４）採捕についての指導責任者氏名     　　　　　　　　　
備　考　（１）の標識の種類欄には、腕章、タスキ等その種類を記載すること。
　　　　（２）の標識の内容欄のうち材質については、布、プラスチック等の別を記載し、　　　　　　　色については材質と文字に分けて各々記載すること。
        （３）の標識の形体図欄には、その形を明記のうえ縦・横・高さ・直径等の寸法をセンチメートルで表わすこと。
　　　　　※コピー可能な薄地の用紙に黒字で記載すること。
　　　　　※標識には許可を受けた者の氏名（法人にあっては名称及び代表者の職・氏
名）、年度、うなぎ稚魚採捕の標識であることを記載すること。
　　　　　※標識には漁業従事者の写真を付けること
様　式　８
令和　　年　　月　　日
高知県知事　　　　　　様
                                 　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　 （法人）名称
生年月日　T・S・H　　　年　　月　　日
（ふりがな）
　　　　　　　　　　　（代表者・職）氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　約　　書
　今般、うなぎ稚魚漁業の許可を受けるにあたり、下記の事項を誓約いたします。
記
１　許可の制限措置や条件等を遵守し、絶対に違反操業はいたしません。
２　漁業従事者には制限措置や条件等の内容を周知、操業の指導を行い、違反操業をさせま
せん。
３　許可を取り消されても異議はありません。
４　漁業従事者が違反操業した場合、その者が漁業従事者の名簿から取り消されても異議は
ありません。
５　許可を受けた者及び漁業従事者は県の漁業取締員の指示について、これに従います。
６　私は、次の①から④までのいずれにも該当しないことを誓約します。
①　高知県暴力団排除条例(平成22年高知県条例第36号)第２条第２号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）
②　申請者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人（操船又は採捕を指揮監督する者をいう。以下同じ。）の中に暴力団員等に該当する者があるもの
③　暴力団員等によってその事業活動が支配されている者
　④　申請者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人の中に暴力団員等によってその事業活動が支配されている者に該当する者があるもの
